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平成１８年度９月補正予算案の概要 
 

１ 予算規模等 

 

 今回の補正予算は、小・中学校耐震補強対策事業等の単独事業のほか、こども夢未来基金積立金、愛媛

県災害ボランティアファンド出資事業費等の施策費並びに経常経費について措置いたしました。 

 

この結果、一般会計では、補正額１億４，９５７万８千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ４１０億１，１７３万１千円となり、対前年度同期比は、２２億９，２１５万８千円、５．３％の減と

なっています。 

 

特別会計では、 

 

（１）平尾墓園事業特別会計が、補正額６１万９千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞれ 

１，８７５万８千円となり、対前年度同期比は、２，４８８万５千円、５７．０％の減、 

 

（２）公共下水道事業特別会計が、補正額２３５万９千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞれ

５８億６，０９８万３千円となり、対前年度同期比は、１億８，０３８万円、３．０％の減、 

 

（３）国民健康保険事業特別会計が、補正額６億９，７３５万１千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳

出それぞれ１３１億５，７３２万７千円となり、対前年度同期比は、１２億９２０万円、１０．１％の増、 

 

（４）介護保険事業特別会計が、補正額３，５７３万７千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ９０億５，７４２万９千円となり、対前年度同期比は、１億４，５５８万５千円、１．６％の増となっ

ています。 

 

  

一般会計、特別会計合わせた補正額は、８億８，５６４万４千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出

それぞれ８４７億１，７３５万２千円となり、対前年度同期比は、９億９，９６０万８千円、１．２％の

減となっています。 
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２ 一般会計補正予算の主な事業 

 

（１）単独事業 

小・中学校耐震補強対策事業（教育委員会事務局 学校教育課）（新規） 

 １ 事業目的 

地震による校舎、体育館の倒壊等の被害から児童・生徒を守り、安全で快適な教育環境の整備を

図る。 

２ 補正の内容  委託料の追加等 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費（小学校） 

 ０  ４９，８８７  ４９，８８７ 

財源内訳 
市債 
一財 

０ 
０ 

２８，０００ 
２１，８８７ 

２８，０００ 
２１，８８７ 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費（中学校） 

 ０  １３，４２６  １３，４２６ 

財源内訳 
市債 
一財 

０ 
０ 

１０，０００ 
３，４２６ 

１０，０００ 
３，４２６ 

    地震防災対策特別措置法による、第３次地震防災緊急事業５箇年計画内の実施による、交付金の

嵩上げ制度を活用し、平成１８年度から平成２２年度までに校舎の耐震補強工事を実施していく。

今回は、平成１９年度に耐震補強工事を実施する４校の２次診断及び耐震補強設計委託料等の追加。 

   （組替分１２，４９０千円は、小学校大規模改造事業として当初予算措置していたものを小学校耐

震補強対策事業に組替える。） 

   (１)委託料（校舎）   ５０，８２３千円（追加分） 

     ①船木小学校 1,976㎡  5,533千円（S53.6） 

     ②金子小学校 5,452㎡ 15,266千円（S38.9、S47.3、S51.7） 

     ③泉川小学校 5,928㎡ 16,598千円（S47.3、S47.6、S54.1） 

     ④中萩中学校 4,795㎡ 13,426千円（S53.3、S56.3） 

   (２)工事費（小学校体育館）  １２，４９０千円（組替分） 

     宮西、高津、浮島、角野、若宮、惣開、泉川、中萩 

  ３ 補正に係る財源内訳 

   (１)市債 75％（38,000千円） 

幼稚園耐震補強対策事業（教育委員会事務局 学校教育課）（新規） 

 １ 事業目的 

地震による園舎の倒壊等の被害から児童を守り、安全で快適な保育環境の整備を図る。 

２ 補正の内容  委託料の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  ９１７  ９１７ 
財源内訳 一財 ０ ９１７ ９１７ 

    耐震改修促進法（建築物の耐震改修の促進に関する法律）の改正により、新たに耐震化促進対象

建築物となった神郷幼稚園について、園舎の耐震補強工事の２次診断委託料を追加する。 

    [改正内容] 

     改正前：S56.5.31以前に建築確認を受けて建築された３階建て以上かつ床面積1,000㎡以上 

⇒改正後：保育所・幼稚園は２階建て以上かつ床面積500㎡以上） 
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   (１)委託料   ９１７千円 

     ・神郷幼稚園 965㎡  917千円（S54.3） 

 

保育所耐震補強対策事業（福祉部 児童福祉課）（新規） 

 １ 事業目的 

地震による園舎の倒壊等の被害から児童を守り、安全で快適な保育環境の整備を図る。 

２ 補正の内容  委託料の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  ３，１６８  ３，１６８ 
財源内訳 一財 ０ ３，１６８ ３，１６８ 

    耐震改修促進法の改正により、新たに耐震化促進対象建築物となった公立保育所３園（八雲、多

喜浜、新居浜）について、計画的に園舎の耐震補強工事を実施していく。今回は３園の２次診断及

び八雲保育園の耐震補強設計委託料を追加する。 

   (１)委託料   ３，１６８千円 

     ①八雲保育園  849.50㎡  1,699千円（S53.3） 

     ②多喜浜保育園 697.25㎡    663千円（S54.3） 

③新居浜保育園 848.60㎡    806千円（S56.3） 

 

廃棄物中間処理施設関連整備事業（環境部 ごみ減量課） 

１ 事業目的 

廃棄物中間処理施設建設（運営）の円滑な推進を図るために、周辺１１自治会（下東田自治会、

観音原自治会、観音原工業団地自治会、下泉連合自治会、泉川電力自治会、東原自治会、城下自治

会、上郷自治会、散田自治会、中郷自治会、下郷自治会）の要望に応える。   

２ 補正の内容  工事費等の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  ３４，３５４  ３４，３５４ 
財源内訳 一財 ０ ３４，３５４ ３４，３５４ 

    平成１４年９月２５日付の上郷・中郷・散田３自治会との中間処理施設建設に伴う合意事項に基

づき協議を重ねた結果、候補地が決定したことにより（散田自治会館西側）多目的広場の整備を行

う。 

 

   (１)需用費   ４５千円 

・印刷製本費、印紙代 

   (２)測量設計業務委託料   １，６９１千円 

    ・用地調査、現況測量、擁壁工設計業務 

(３)工事費   １４，２８０千円 

    ・敷地造成工（599? ）、Ｌ型擁壁工（123.4m）、排水設備工等 

(４)用地費   １８，３３８千円 

    ・多目的広場用地購入費（@25,000円×733.52㎡） 

 

 単独事業は、これらの事業で８，９２６万２千円の増となっています。 
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（２）施策費 

愛媛県災害ボランティアファンド出資事業費（総務部 防災安全課）（新規） 

１ 事業目的 

大規模災害発生直後の初期活動費用を助成する仕組みを確立し、災害救援ボランティア支援本部

の早期立ち上げと、ボランティア活動の円滑な推進を図る。 

 ２ 補正の内容  出えん金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０ １，８１９  １，８１９ 
財源内訳 一財 ０ １，８１９ １，８１９ 

    災害発生時に設置される災害救援ボランティア支援本部の救援活動に対する助成を目的として、

６月２８日に創設された、公益信託愛媛県災害ボランティアファンドに対する出えん金。 

   (１)投資及び出資金   １，８１９千円 

・公益信託出えん金  

 ３ 制度の概要 

   (１)公益信託の種類 ・認定特定公益信託（１２月を目途に） 

   (２)信託財産目標額 ・８，０００万円（南海地震など県内全域に及ぶ大規模災害に対しても可能

な額、４００万円×２０市町） 

（県４，０００万円、市町２，４００万円、民間１，６００万円） 

 (３)対象となる災害 ・災害救助法が適用された災害等 

  (４)助成先     ・愛媛県災害救援ボランティア支援本部 

            ・市町災害救援ボランティア支援本部 

 (５)助成内容    ・災害ボランティア支援本部の備品費、通信運搬費、消耗品費等 

           ・災害ボランティア支援本部スタッフ及び災害ボランティア保険料、食料費

等 

           ・その他目的を達成するために必要な事業 

 (６)助成金の支給額 ・震度６強以上を観測した市町における地震による災害（３００万円） 

           ・災害救助法が適用された上記以外の災害（２００万円） 

           ・上記の支給額を上回る経費を要した場合は運営委員会の審議を経て支給さ

れる。（上限４００万円が目安） 

   (７)委託先     ・伊予銀行 

   (８)受託者の事業  ・信託財産の運用 

             ・助成申請者に対する助成 

             ・運営委員会の運営 

             ・事業（寄付金の募集を含む）の広報 等 

 

感染症等予防費（福祉部 保健センター） 

１ 事業目的 

予防接種法・結核予防法に基づき、予防接種を実施することにより感染症に対する抵抗力を備え、

感染を防止する。 

 ２ 補正の内容  医薬材料費、予防接種委託料等の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 １４２，７３５  １８，２８９  １６１，０２４ 
財源内訳 一財 １４２，７３５ １８，２８９ １６１，０２４ 
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    平成１８年６月２日付の予防接種法関係政令・省令改正に伴い、麻しん風しん第２期対象者（就

学前１年間にある者）が、全員追加接種が必要となったことから（２回接種制へ完全移行）所要経

費を追加する。また、従前の予防接種の対象者であって、改正に伴い法に基づく定期予防接種の対

象とならない者に、市の行政措置による公費負担を実施する。 

   (１)医薬材料費（麻しん風しんワクチン）  １０，７５８千円 

    ①定期予防接種分 ７，５６６千円（＠6,080円×1,185本×1.05） 

    ②行政措置分 ３，１９２千円（＠6,080円×500本×1.05） 

   (２)予防接種委託料  ７，３８８千円 

    ①定期予防接種分 ４，７１６千円（＠3,979円×1,185人） 

    ②行政措置分 ２，６７２千円（＠5,344円×500人） 

   (３)通信運搬費     １４３千円 

    ①定期予防接種分（接種券送付）（＠120円×1,185人） 

 

こども夢未来基金積立金（教育委員会事務局 社会教育課）（新規） 

１ 事業目的 

新居浜市の子どもたちが、ふるさとに愛着を感じ、郷土に誇りを持つことができるような活動を

支援し、子どもたちの成長を支援するため「新居浜市こども夢未来基金」を設置し積立を行う。 

 ２ 補正の内容  基金積立金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  １０，０００  １０，０００ 
財源内訳 寄附金 ０ １０，０００ １０，０００ 

    

(１)基金積立金    １０，０００千円 

 ３ 補正に係る財源内訳 

   (１)寄附金（10,000千円） 

 

 施策費は、これらの事業で３，０１０万８千円の増となっています。 

 

３ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                    （単位：千円） 

款 補正前の額 今回補正額 補正後 
地方特例交付金 ２００，０００ ２３２，７９１ ４３２，７９１ 
地 方 交 付 税 ５，１２５，０００ △３８１，４６７ ４，７４３，５３３ 
繰 入 金 ９１７，４４８ １５５，５８８ １，０７３，０３６ 
繰 越 金 ９００，０００ ５２，０６６ ９５２，０６６ 
市 債 ３，６２０，５００ ８０，６００ ３，７０１，１００ 
寄 附 金 ０ １０，０００ １０，０００ 
計 ４０，８６２，１５３ １４９，５７８ ４１，０１１，７３１ 
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４ 特別会計の補正内容 

（※財源内訳は今回補正に係る財源のみ記載しています。） 

（１）平尾墓園事業特別会計                     （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

１８，１３９ ６１９ １８，７５８ 
財源内訳 繰入金 １，６３１ ６１９ ２，２５０ 

    圧送ポンプ修繕工事費等の追加。 

墓園管理費（６１９千円、圧送ポンプ修繕工事・減水警報器設置工事） 

                                      

（２）公共下水道事業特別会計                      （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

５，８５８，６２４ ２，３５９  ５，８６０，９８３  
財源内訳 繰入金 ２，０４９，３５２ ２，３５９ ２，０５１，７１１ 

   平成１７年度決算に伴う消費税額の確定による公課費の追加。 

総務費（２，３５９千円、消費税） 

                                        

（３）国民健康保険事業特別会計                      （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

１２，４５９，９７６ ６９７，３５１  １３，１５７，３２７ 

財源内訳 

保険料 
国 
共同事業交付金 
   

繰入金 
繰越金 
県 

３，３５０，５６９ 
３，５２４，６４２ 
１４５，０００ 
１，００３，１８６ 
７３１，９８１ 
４６６，０００ 

５５，６５４ 
５，５８８ 
６０８，６５９ 
５，６２９ 
１５，５９９ 
６，２２２ 

３，４０６，２２３ 
３，５３０，２３０ 
７５３，６５９ 
１，００８，８１５ 
７４７，５８０ 
４７２，２２２ 

    保険財政共同安定化事業の創設、被保険者証配達記録郵便の実施等による追加。 

総務費（５，６２９千円、被保険者証配達記録郵便実施による通信運搬費の追加等）、 

老人保健拠出金（１，１９６千円、Ｈ１８拠出金の確定内示による追加）、 

     共同事業拠出金（６０８，６６０千円、保険財政共同安定化事業拠出金の追加等）、 

     諸支出金（８１，８６６千円、平成１７年度事業の精算に伴う償還金の追加） 

                                        

（４）介護保険事業特別会計                     （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

９，０２１，６９２ ３５，７３７  ９，０５７，４２９  
財源内訳 繰入金 １，２７９，１１９ ３５，７３７ １，３１４，８５６ 

    平成１７年度事業の精算に伴う償還金の追加等。 

諸支出金（３５，７３７千円、介護給付費国庫負担金及び介護給付費支払基金交付金）等 

 

 

 


